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平成２７年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）
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平成２７年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）

熊本地方法務局及び熊本県人権擁護委員連合会が，平成２７年１月から同

年１２月までの間に取り扱った「人権侵犯事件」の状況は，下記のとおりで

す。

記

１ 人権侵犯事件数の動向［別紙１］

(1) 手続開始件数【別紙１中の表１・図１】

平成２７年中の救済手続開始件数は３６８件で 対前年比で５４件 １， （

７．２％）増加した。

このうち，公務員・教職員等による人権侵犯事件数が１２９件で，対

前年比で１件（０．８％）減少し，私人間等における人権侵犯事件数は

２３９件で，対前年比で５５件（２９．９％）増加した。

(2) 処理件数【別紙１中の表１・図２】

平成２７年中に処理した人権侵犯事件数は３６３件で，対前年比で２

７件（２７．３％）増加した。このうち，公務員・教職員等による人権

侵犯事件が１２８件で，対前年比で１３件（９．２％）減少し，私人間

等における人権侵犯事件が２３５件で，対前年比４０件（２０．５％）

増加した。

（法律上の助言を行処理区分別にみると，措置の内容としては 「援助， 」

ったり 関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介すること 全， ） （が３４５件

処理件数の９５．０％） （被害ので大多数を占めており，次いで 「要請， 」

救済又は予防について，実効的な対応ができる者に対し，必要な措置を執るよう

求めること） （相手方の反省を促し，善処を求めるため，事理が７件 「説示， 」

が５件となっている。を説示すること）

なお，特に重大・悪質な事案に関して，文書をもって是正等を求める

「勧告」や，刑事訴訟法の規定に基づく「告発」として処理した事案は

なかった。

（人権侵害の有無が確認できなかったこと）このほか 「侵犯事実不明確， 」

（事件の関係者や地域社会に対し，人権が６件 「打切り」が４件 「啓発， ， 」

が２件となっている。尊重に対する理解を深めるための働きかけを行うこと）

(3) 特別事件
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新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別事件（人権侵

犯事件の中でも，特に重大な人権侵犯事件）の件数は３１件で，対前年

比で１９件（１５８．３％）増加した。

２ 侵犯事件の類型別新規救済手続開始事件数の動向［別紙１］

(1) 事件種類別

公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件は，警察官によるものが１

， （ ． ） ， ，件で 対前年比で２件 ６６ ７％ 減少 教職員による体罰が７件で

対前年比で１件（１６．７％）増加，教職員によるその他の侵犯行為が

１４件で，対前年比で３件（１７．６％）減少，学校におけるいじめに

（注：いじめに対する学校側の安全配慮義務を問い，学校関する人権侵犯事件

長等を相手方とするものであって，いじめを行ったとされる児童・生徒を相手方

が１０１件で，対前年比で２件（２．０％）増加とするものではない ）。

となっている。

（夫の妻に対する暴私人等に関する人権侵犯事件では，暴行・虐待事案

が５１件で，対前年比で２１件（７０．０％）増加，行，児童虐待等）

差別待遇事案 が１３件で，対前年比で（障害者に対する不当な差別待遇等）

８件（１６０．０％）増加，プライバシー関係事案が１４件で，対前年

比で１６件（５３．３％）減少，うちインターネットによる事案が６件

（パワハラにで，対前年比で５件（４５．４％）減少，労働権関係事案

が２６件で，対前年比で１件（４．０％）増加，住居・関するもの等）

生活の安全関係事案が８９件で，対前年比で４６件（１０７．０％）増

加，強制・強要事案 が４３件で，（離婚の強要，セクハラ，ストーカー等）

対前年比で２件（４．４％）減少となっている。

(2) 特徴的な動向

平成２７年中の学校におけるいじめに関する人権侵犯事件は１０１件

であり，過去最高の事件数であった過去２年を２件上回る事件数となっ

ており，依然として学校におけるいじめ問題が深刻な状況にあることが

うかがえる。

労働権関係事件は，２６件のうち１６件（６１．５％）がパワハラに

関するものとなっており，職場内における弱者に対するいじめや嫌がら

せ等の問題が深刻な状況にあることがうかがえる。
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暴行・虐待による人権侵犯事件については，５１件のうち 「夫の妻，

に対するもの」が１８件 「親の子に対するもの」が１０件 「子の親， ，

に対するもの」が６件で，同事件全体の６６．７％が，女性，子ども及

び高齢者に対する人権侵犯事件となっている。

差別待遇による人権侵犯事件については，１３件のうち６件が「障害

者に対するもの」となっている。

強制・強要による人権侵犯事件については，４３件のうち 「夫の妻，

に対するもの」が９件 「親の子に対するもの」が１件 「子の親に対， ，

するもの」が１件，女性を対象とした「セクシュアル・ハラスメント」

及び「ストーカー」が５件で，同事件全体の３７．２％が，女性，子ど

も及び高齢者に対する人権侵犯事件となっている。

このような状況を踏まえ，法務省の人権擁護機関では，相談体制を整

備する観点から 子どもの人権１１０番 平成１８年４月設置 女，「 （ ）」，「

性の人権ホットライン（平成１２年７月３日設置 」を専用相談電話と）

， ，して設置するとともに 各専用電話を活用した各相談の強化週間の実施

インターネットによる人権相談，全小中学校の児童・生徒を対象とした

「子どもの人権ＳＯＳミニレター」の配布，社会福祉施設，高齢者福祉

施設等における特設人権相談所開設等の諸施策を実施して，子ども，女

性及び高齢者等をめぐる人権問題の解決に努めるとともに，常設人権相

談電話の全国統一化（ナビダイヤル化）を実施する（ みんなの人権１「

１０番 ）など，実効的な人権救済のための様々な施策を講じている。」

３ 取り扱った具体的事例

【事例１：学校における体罰事案】

教師から被害生徒らが雑誌で頭を叩かれた場面を目撃した被害生徒らの

同級生から，インターネット人権相談受付窓口にされたメールによる情報

を基に法務局が調査を実施したところ，教師は，自習時間中に遊んでいた

被害生徒らを指導する目的で，雑誌で被害生徒らの前頭部を１回ずつたた

く体罰を行っていたことが認められた。

同教師の行為は，教育上の指導の限度を超え，被害生徒の名誉感情を深

く傷付けるものであり，人権擁護上看過できないと判断したことから，同

教師に対し，本件体罰の不当性を強く認識させるとともに，今後，二度と
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同様の体罰を行わないよう説示を行い，併せて，同教師を指導できる立場

にある校長に対し，教職員に対する更なる指導・監督の徹底を図るよう要

請した （措置： 説示 「要請 ）。 「 」， 」

【事例２：虐待事案】

自宅において，同居する父親から包丁で切り付けられケガを負わされた

児童が友人に助けを求め，連絡を受けた友人が児童を助け出し友人の自宅

に保護した。ケガを負った児童を見て，友人の保護者が，子どもの人権１

１０番にどう対応すればよいか相談をした事案である。

法務局が相談を受け直ちに児童相談所に通報したところ，被害児童は児

童相談所に一時保護されるとともに，日常的に虐待を受けていた被害児童

の安全が確保され，相手方である父親に対する啓発の機会が確保された。

（措置： 援助 ）「 」

【事例３：小組合における差別事案】

農業従事者でもって組織する小組合において，農作業のために必要な情

報である田植等の日程や会合の開催等について小組合長から一切連絡がな

く村八分を受けているという申告を受け，調査を開始した事案である。

法務局が調査の過程において，小組合長と申告者の関係を調整し，小組

合長に対し申告者へ必要な連絡を行うこと及び小組合員同士の円滑な関係

構築に向けて努力をすることを要請したところ理解を示された （措置：。

「援助 ）」

４ 参考資料

■ ：人権侵犯事件統計資料（平成２７年１月～１２月 【表１】別紙１ ）

人権侵犯事件の新規開始件数の推移【図１】

人権 侵 犯 事件 の 処 理件 数 の推 移【図２】

類 型 別 人 権 侵 犯 事 件 の 推 移【表２・図３】

学校における人権侵犯事案の推移【表３・図４】

■ 女性の人権ホットライン」統計資料別紙２：「

■ 子どもの人権１１０番」統計資料別紙３：「

■ 子どもの人権ＳＯＳミニレター」相談内容別受理件数の動向別紙４：「



別紙１

手  続  開  始  内  訳 　　　処　　　理　　　内　　　訳

     申    告

職員受 委員受 援　助 調　整 要　請 説　示 勧　告 通　告 告　発

2 1 1 1 2 1 1

9 2 7 4 3 7 2 5 3 1 2

14 14 6 5 3 12 10 2 2 1 2

104 3 101 17 71 13 100 98 2 4

3 3 2 1 3 3

4 1 3 1 1 1 4 3 1

136 7 129 31 78 20 128 114 7 5 4 3 2 8

18 18 5 10 3 18 18

1 1 1 1 1

10 10 2 6 2 8 8 2

6 6 4 1 1 5 5 1

10 10 2 8 9 9 1

6 6 1 4 1 6 6

1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1

2 2 2 2 2

6 6 4 2 5 5 1

2 2 1 1 1 1 1

3 3 2 1 3 2 1

6 6 4 1 1 5 5 1

1 1 1 1 1

8 1 7 3 4 7 6 1 1 1

1 1 1 1 1

25 25 11 14 25 25

12 12 1 8 3 12 12 1

16 16 3 13 16 16 1

15 15 6 8 1 15 15

46 46 16 27 3 46 46

9 9 4 5 9 9

1 1 1 1 1

2 1 1 1 2 1 1

1 1 1 1 1

2 2 1 1 2 2

3 3 3 3 3

2 2 1 1 2 2

24 24 19 5 24 23 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

243 4 239 96 126 17 235 231 1 2 1 4 8

379 11 368 127 204 37 363 345 1 7 5 6 4 2 4 16

北朝鮮拉致被害者等

 人権侵犯事件統計資料(平成２７年１月～１２月）-手続開始及び処理内訳-　【表1】

公
務
員
等
の
職
務
執
行
に
関
す
る
も
の

件 名

私
人
等
に
関
す
る
も
の

その他

集会，結社及び表現の自由関係

信教の自由関係

外国人

プライバ
シ ー 関
係 相隣間

その他

HIV感染者等

刑を終えた人々

その他

参政権関係

報道機関

インターネット

ホームレス

性的指向

性同一性障害

刑務職員による侵犯

その他

国家公務員

地方公務員

売春関係

夫の妻に対するもの

合計

妻の夫に対するもの

親の子に対するもの

子の親に対するもの

その他

暴
行
・
虐
待

家 族 間
における
もの

村八分

家族間以外のもの

私的制裁

その他

住居・生
活 の 安
全関係

相隣間

その他

自力執行

小公害

障害者

アイヌの人々

同和問題

公害

労 働 権
関係

学校におけるいじめ

その他の
公務員に
よる侵犯

警察官によるもの

その他の特別公務員

体罰

女性

差
　
別
　
待
　
遇

医療関係

その他

施設職員によるもの

処理件数
未済
件数

措                置

措置猶
予

切  替
侵犯事
実不存

在

侵犯事
実不明

確
打切り 中　止 移　送移　送

取扱総
数

旧　受 新受計

高齢者

人身の自
由関係

精神保健法関係

社 会 福 祉
施 設 等 関
係

特別公務
員による
侵犯

教 育 職
員 に よ
る 侵 犯

セクシュアル・ハラスメント

教育を受ける権利関係

不当労働行為

労基法違反

強
制
・
強
要

家 族 間
における
もの

その他

ホームレス

性的指向

性同一性障害

総　　　合　　　計

人身売買

委員通
報

関係行
政機関
の通報

情　報

ストーカー行為

その他

組織又は多衆の威力関係

交通事故

不動産

啓　発

合計

その他

犯罪被害者

その他

夫の妻に対するもの

妻の夫に対するもの

親の子に対するもの

子の親に対するもの

その他
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別紙１

人権侵犯事件の新規開始件数及び処理件数の推移
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【図１】
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【図２】
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【表2】 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

学 校 に お け る い じ め 23 51 97 85 99 99 101

体 罰 3 7 4 8 10 6 7

暴 行 ・ 虐 待 115 101 91 70 55 30 51

差 別 待 遇 12 5 25 13 4 5 13

プ ラ イ バ シ ー 関 係 39 19 12 22 46 30 14
うちインターネットによるもの (13) (2) (3) (6) (24) (11) (6)

労 働 権 関 係 18 21 19 31 15 25 26

住居・生活の安全に対する侵犯 171 158 142 159 110 43 89

強 制 ・ 強 要 88 55 45 74 116 45 43

類型別人権侵犯事件の推移
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【図３】
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【表3】 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

教 職 員 に よ る 侵 犯 ( 体 罰 ） 3 7 4 8 10 6 7

教職員による侵犯（その他） 21 3 7 11 18 17 14

学 校 に お け る い じ め 23 51 97 85 99 99 101

　学校における人権侵犯事案の推移
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別紙２

○　設置目的

○　月別利用件数・主な相談内訳

平成２７年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計(件)

暴 行 虐 待 等 1 2 2 5 3 1 7 6 9 13 49

セ ク ハ ラ 2 1 1 4

ス ト ー カ ー 1 1 2

そ の 他 16 13 19 24 11 18 12 11 17 11 25 41 218

合計（件） 18 13 23 25 13 23 15 12 24 17 35 55 273

○　年別利用件数・主な相談内訳

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

暴 行 虐 待 等 34 17 15 16 5 9 49

セ ク ハ ラ 7 5 1 3 9 5 4

ス ト ー カ ー 2 0 1 2 4 5 2

そ の 他 161 112 119 118 122 194 218

合計（件） 204 134 136 139 140 213 273

　「女性の人権ホットライン」統計資料

　男女共同参画社会基本法の制定を踏まえ，性差別に起因する人権侵害被害者の救済を推進するため，平成１
２年７月３日，全国５０の法務局・地方法務局の本局に，専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設置し，夫や
パートナーからの暴力，職場等におけるセクシュアル・ハラスメント，ストーカー行為等様々な女性の人権問題を
めぐる相談を専門的に受ける体制を整備した。相談者の利便性の更なる向上のため，平成１８年４月から電話番
号を全国共通としている。
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○　設置目的

平成２７年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計（件）

い じ め 5 3 4 1 4 1 6 2 8 14 2 1 51

体 罰 2 1 1 1 5

不 登 校 1 1 4 1 2 2 1 1 13

暴 行 虐 待 2 2 1 2 3 10

そ の 他 7 20 21 11 11 36 40 25 7 30 15 11 234

合計（件） 17 25 32 14 17 40 46 27 17 45 20 13 313

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

い じ め 29 24 27 45 45 47 51

体 罰 5 3 4 6 2 5 5

不 登 校 4 4 1 4 3 5 13

暴 行 虐 待 14 2 6 9 15 19 10

そ の 他 152 259 188 240 240 151 234

合　　　計（件） 204 292 226 304 305 227 313

○　月別利用件数・主な相談内訳

○　年別利用件数・主な相談内訳

　「子どもの人権１１０番」統計資料

　子どもをめぐる人権問題は，周囲の目につきにくいところで起こっていることが多く，被害者である子ども自身に
も身近な人には話しにくいといった状況があることから，子どもの発する信号をいち早くキャッチし，その問題を解
決に導くため，全国５０の法務局・地方法務局に，専用相談電話「子どもの人権１１０番」を設置し，いじめ，体罰，
児童虐待等を始めとした子どもの人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備した。相談者の利便性の
更なる向上のため，平成１８年４月から電話番号を全国共通とし，平成１９年２月からフリーダイヤル化している。
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別紙４

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

体罰 1 1 2 5 0

いじめ 129 209 150 158 138

虐待 2 7 5 5 4

その他 435 298 251 256 227

合計 567 515 408 424 369

「子どもの人権ＳＯＳミニレター」相談内容別受理件数の動向
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